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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

回次 
第29期 

第１四半期 
連結累計期間 

第30期 
第１四半期 
連結累計期間 

第29期 

会計期間 
自  平成26年１月１日
至  平成26年３月31日

自  平成27年１月１日 
至  平成27年３月31日 

自  平成26年１月１日
至  平成26年12月31日

売上高 (百万円) 84,323 72,722 378,523 

経常利益 (百万円) 2,911 2,095 18,337 

四半期(当期)純利益又は 
四半期純損失(△) 

(百万円) 1,229 △271 5,422 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △893 △3,478 10,919 

純資産額 (百万円) 78,854 105,251 109,631 

総資産額 (百万円) 252,986 362,155 348,477 

１株当たり四半期(当期)純利益 
金額又は１株当たり四半期純損 
失金額(△) 

(円) 26.50 △4.81 101.67 

自己資本比率 (％) 27.3 25.5 27.8 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

３ 【財政状態及び経営成績の状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費に弱さが見られるものの、政府の経済政策や日銀

の金融緩和策等により企業収益の改善や雇用環境の持ち直しがみられ、緩やかな景気回復基調を維持しておりま

す。海外経済は、新興国の成長に緩慢さが残るものの、米国経済が個人消費を中心に堅調に推移しており、緩や

かな景気拡大が継続しております。 

 原油価格は供給過剰によって世界的に需給が緩むとの見通しを背景に低位で推移し、WTIは１バレル50ドルを

中心とした取引となりました。こうした原油価格の下においてもエネルギー資源の持続的な供給の観点から、石

油会社による深海域を中心とした開発は継続的に行われると考えられ、当社グループの主要事業である浮体海洋

石油・ガス生産設備に関する事業は中長期的に安定的な成長が期待されています。 

こうした状況のもと、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、既存プロジェクトにおける設計変更等により

受注高が6,982百万円（前年同期比58.8％減）となりました。売上高は、FPSO建造工事の進捗と関係会社が提供

するチャーター及びオペレーションサービスなどにより72,722百万円（前年同期比13.8％減）となりました。 

利益面では、主に海外子会社において為替差損が発生したものの、リース事業を行っている持分法適用関連会

社による安定的な持分法投資利益、及びデリバティブ評価益の計上により、経常利益は2,095百万円（前年同期

比28.1％減）となりました。また、法人税等の負担が増加したこと、及び特別損失の発生等により四半期純損失

については271百万円（前年同期は四半期純利益1,229百万円）となりました。 

なお、当社グループは、浮体式石油生産設備の建造及びこれに関連する各種サービスを提供する単一の事業を

展開しているため、セグメント別の業績等の記載は省略しております。 
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の資産の状況は、主に関係会社への出資及び長期貸付金が増加したことにより、

前連結会計年度末比13,678百万円増加し362,155百万円となりました。 

負債は、主に金融機関からの長期借入金が増加したことにより、前連結会計年度末比18,058百万円増加し

256,904百万円となりました。 

純資産は、主に繰延ヘッジ損益が減少したことにより、前連結会計年度末比4,379百万円減少し105,251百万円

となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 102,868,000 

計 102,868,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年５月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 56,408,000 56,408,000 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株であります

計 56,408,000 56,408,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年３月31日 ― 56,408 ― 30,122 ― 30,852 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成27年３月31日現在) 

（注）１ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式63株が含まれております。 

 ２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 

記載することができないことから、直前の基準日(平成26年12月31日)に基づく株主名簿による記載をして 

おります。 

  

② 【自己株式等】 

(平成27年３月31日現在) 

  

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式       600 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  56,398,100 563,981 ― 

単元未満株式 普通株式       9,300 ― ― 

発行済株式総数           56,408,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 563,981 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
三井海洋開発株式会社 

東京都中央区日本橋二丁目 
３番10号 

600 ― 600 0.00

計 ― 600 ― 600 0.00
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 30,632 45,903 

    売掛金 168,012 165,447 

    たな卸資産 ※1  5,929 ※1  6,167 

    短期貸付金 41,008 27,317 

    その他 14,891 14,538 

    貸倒引当金 △481 △428 

    流動資産合計 259,992 258,945 

  固定資産     

    有形固定資産     

      機械装置及び運搬具（純額） 14,142 13,407 

      その他（純額） 2,782 3,467 

      有形固定資産合計 16,924 16,874 

    無形固定資産     

      のれん 3,810 3,697 

      その他 3,985 3,892 

      無形固定資産合計 7,795 7,590 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 37,388 44,225 

      関係会社長期貸付金 20,153 27,007 

      その他 8,046 9,330 

      貸倒引当金 △1,824 △1,817 

      投資その他の資産合計 63,763 78,745 

    固定資産合計 88,484 103,210 

  資産合計 348,477 362,155 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 160,077 160,075 

    短期借入金 ※3  5,967 ※3  2,940 

    1年内返済予定の長期借入金 2,198 2,271 

    未払費用 8,677 7,672 

    未払法人税等 8,521 4,965 

    前受金 4,657 4,297 

    賞与引当金 7 93 

    役員賞与引当金 15 － 

    保証工事引当金 5,692 5,920 

    受注工事損失引当金 － 146 

    その他の引当金 1,144 666 

    その他 6,191 3,089 

    流動負債合計 203,152 192,138 

  固定負債     

    長期借入金 15,205 39,419 

    退職給付に係る負債 192 197 

    その他 20,295 25,149 

    固定負債合計 35,693 64,765 

  負債合計 238,845 256,904 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 30,122 30,122 

    資本剰余金 30,852 30,852 

    利益剰余金 34,338 33,149 

    自己株式 △1 △1 

    株主資本合計 95,311 94,123 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 1 6 

    繰延ヘッジ損益 △13,741 △18,510 

    為替換算調整勘定 15,402 16,907 

    在外子会社の退職給付債務等調整額 △197 △192 

    その他の包括利益累計額合計 1,464 △1,789 

  少数株主持分 12,855 12,917 

  純資産合計 109,631 105,251 

負債純資産合計 348,477 362,155 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 84,323 72,722 

売上原価 79,922 68,900 

売上総利益 4,401 3,821 

販売費及び一般管理費 3,165 3,369 

営業利益 1,236 452 

営業外収益     

  受取利息 592 791 

  持分法による投資利益 1,344 1,823 

  デリバティブ評価益 － 2,097 

  その他 217 200 

  営業外収益合計 2,155 4,913 

営業外費用     

  支払利息 191 158 

  為替差損 264 3,001 

  その他 24 111 

  営業外費用合計 479 3,271 

経常利益 2,911 2,095 

特別損失     

  減損損失 ※1  196 ※1  － 

  関係会社清算損 179 114 

  固定資産撤去費用 － 144 

  固定資産撤去費用引当金繰入額 － 615 

  特別損失合計 376 874 

税金等調整前四半期純利益 2,535 1,220 

法人税、住民税及び事業税 2,245 2,047 

過年度法人税等 △4 3 

法人税等調整額 △1,284 △689 

法人税等合計 956 1,361 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 

1,579 △140 

少数株主利益 349 131 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,229 △271 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 

1,579 △140 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △3 4 

  繰延ヘッジ損益 256 △1,593 

  為替換算調整勘定 △961 1,547 

  在外子会社の退職給付債務等調整額 8 6 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △1,772 △3,303 

  その他の包括利益合計 △2,472 △3,338 

四半期包括利益 △893 △3,478 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △1,048 △3,525 

  少数株主に係る四半期包括利益 154 46 
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【注記事項】 

（継続企業の前提に関する事項） 

 該当事項はありません。 

  

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更） 

  

  

（会計方針の変更等） 

 該当事項はありません。 

  

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理） 

  

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ たな卸資産の内訳 

  

  

 ２ 偶発債務 

連結子会社以外の関連会社の金融機関からの借入金及び契約履行等に対し、債務保証を行っております。 

前連結会計年度(平成26年12月31日) 
  

上記のうち外貨による保証金額はUS$1,389百万であります。また、上記のほか持分法適用関連会社の金利ス

ワップ取引について債務保証を行っております。 

  

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年１月１日  至  平成27年３月31日) 

連結の範囲の重要な変更  

(1)連結の範囲の重要な変更 

 FPSO PTE LTDは清算したため、当第１四半期連結累計期間より連結の範囲から除外しております。 

(2)変更後の連結子会社の数 

 21社 
 

  
当第１四半期連結累計期間 

(自  平成27年１月１日  至  平成27年３月31日) 

税金費用の計算  税金費用に関しては、一部の連結子会社において、主として当第１四半

期連結累計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

材料及び貯蔵品 4,382百万円 4,390百万円 

仕掛工事 1,547百万円 1,777百万円 

合計 5,929百万円 6,167百万円 
 

RONG DOI MV12 PTE.LTD. 458百万円 

ESPADARTE MV14 B.V. 428百万円 

PRA-1 MV15 B.V. 315百万円 

STYBARROW MV16 B.V. 385百万円 

OPPORTUNITY MV18 B.V. 724百万円 

SONG DOC MV19 B.V. 723百万円 

GAS OPPORTUNITY MV20 B.V. 733百万円 

TUPI PILOT MV22 B.V. 1,011百万円 

GUARA MV23 B.V. 942百万円 

CERNAMBI SUL MV24 B.V. 23,925百万円 

T.E.N.GHANA MV25 B.V. 24,546百万円 

CERNAMBI NORTE MV26 B.V. 55,504百万円 

CARIOCA MV27 B.V. 57,868百万円 
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当第１四半期連結会計期間(平成27年３月31日) 
  

上記のうち外貨による保証金額はUS$1,411百万であります。また、上記のほか持分法適用関連会社の金利ス

ワップ取引について債務保証を行っております。 

  

※３ コミットメント契約、当座貸越契約及びドル手形借入枠の設定に関する契約 

前連結会計年度(平成26年12月31日) 

連結財務諸表提出会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約

を、また取引銀行２行と当座貸越契約を、さらに取引銀行８行とドル手形借入枠の設定に関する契約を締結してお

ります。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

  

当連結会計年度末における当座貸越に係る円建て、及びドル建て借入未実行残高等は次のとおりであります。 

（円建て） 

  

（ドル建て） 

  

当連結会計年度末におけるドル建手形借入枠に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

  

当第１四半期連結会計期間(平成27年３月31日) 

四半期連結財務諸表提出会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と貸出コミットメン

ト契約を、また取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。 

当第１四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

  

 

RONG DOI MV12 PTE LTD. 391百万円 

PRA-1 MV15 B.V. 314百万円 

STYBARROW MV16 B.V. 384百万円 

OPPORTUNITY MV18 B.V. 722百万円 

SONG DOC MV19 B.V. 720百万円 

GAS OPPORTUNITY MV20 B.V. 731百万円 

TUPI PILOT MV22 B.V. 1,007百万円 

GUARA MV23 B.V. 939百万円 

CERNAMBI SUL MV24 B.V. 23,843百万円 

T.E.N.GHANA MV25 B.V. 27,526百万円 

CERNAMBI NORTE MV26 B.V. 55,315百万円 

CARIOCA MV27 B.V. 57,672百万円 
 

貸出コミットメントの総額 US$110百万 

借入実行残高 US$ －百万 

差引額 US$110百万 
 

当座貸越枠 3,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 3,000百万円 
 

当座貸越枠 US$ 30百万 

借入実行残高 US$ －百万 

差引額 US$ 30百万 
 

手形借入枠 US$253百万 

借入実行残高 US$ －百万 

差引額 US$253百万 
 

貸出コミットメントの総額 US$160百万 

借入実行残高 US$ －百万 

差引額 US$160百万 
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当第１四半期連結会計期間末における当座貸越に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

（円建て） 

  

（ドル建て） 

  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※１ 減損損失 

前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 

① 減損損失を認識した資産グループの概要 

② 資産グルーピングの方法 

 資産グループは、原則として事業用資産については当社の本社及び各関係会社をグルーピング単位としておりま

す。なお、FPSO/FSO及び浮体式潮流・風力ハイブリッド発電機については、概ね独立したキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として継続的に収支の把握を行っている個別物件ごとにグルーピングを行っております。 

③ 減損損失の認識に至った経緯及び減損損失の金額 

 当社は現在、浮体式潮流・風力ハイブリッド発電機を製作しておりますが、現時点では売電価格が決まっていな

いこと等により、今後の回収可能価額の見積もりを保守的に評価した結果、将来の使用価値が著しく低下している

ことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を196百万円計上しております。 

④ 回収可能価額の算定方法 

 資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを2.0％で割り引いて算出

しております。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  
  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。 
  

  

 

当座貸越枠 3,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 3,000百万円 
 

当座貸越枠 US$ 30百万 

借入実行残高 US$ －百万 

差引額 US$ 30百万 
 

場所 用途 種類 

日本（佐賀県） 浮体式潮流・風力ハイブリッド発電機 建設仮勘定（機械装置及び運搬具） 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年１月１日 
至  平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年１月１日 
至  平成27年３月31日) 

減価償却費 1,113百万円 1,157百万円 

のれんの償却額 85百万円 99百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成26年１月１日  至  平成26年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成27年１月１日  至  平成27年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社グループは、浮体式石油生産設備の建造及びこれに関連する各種サービスを提供する単一の事業を展開して

いるため、記載を省略しております。 

  

  

(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

  

(有価証券関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年３月28日 
定時株主総会 

普通株式 696 15.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年３月27日 
定時株主総会 

普通株式 916 16.25 平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成26年１月１日 
至  平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成27年１月１日 
至  平成27年３月31日) 

１株当たり四半期純利益金額又は 
１株当たり四半期純損失金額(△) 

26円50銭 △4円81銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円) 1,229 △271 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る四半期純利益金額又は 
四半期純損失金額(△)(百万円) 

1,229 △271 

普通株式の期中平均株式数(千株) 46,407 56,407 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年５月11日

三井海洋開発株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井海洋開発株

式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日か

ら平成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井海洋開発株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    田  中  輝  彦    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    秋  山  茂  盛   ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    武  田   芳  明   ㊞ 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象に含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年５月11日 

【会社名】 三井海洋開発株式会社 

【英訳名】 MODEC，INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  宮 﨑 俊 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番10号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 宮﨑俊郎は、当社の第30期第１四半期（自  平成27年１月１日  至  平成27年３月31日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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